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＜産官学における観測データ利活用の最前線＞ 

 

「地震に関するインデックス保険について」 
浜田 大介（東京海上日動火災保険株式会社 個人商品業務部 部長       

兼 火災グループリーダー） 

 

   

 

東京海上日動火災保険株式会社・個人商品業務部部長兼火災グループリーダーの
浜田大介氏は、同社から来年 3 月発売予定の地震に関するインデックス保険「地震
に備える EQuick（イークイック）保険」について説明しました。 

 浜田氏は、商品開発の経緯として、熊本地震等、幾つかの地震を経て実施した被
災者へのアンケートや損害サービス対応を通じ、「被災後 1～2 週間が経済的に一
番苦しかった」、「車中泊のためにガソリン代が必要になった」、「避難所ではなくホ
テルに泊まる必要があり、宿泊費がかかった」といった被災直後の当座の生活資金
に関わる困り事を把握したことが開発のきっかけになったと説明しました。 

浜田氏によると、同商品の補償内容は、保険購入者が住む建物の所在する市区町
村で一定規模の地震が観測された場合に、購入者が損害を被ったものと見なし、そ
の損害に対して保険金を支払う仕組み。インデックスは、気象庁が地震発生時に公
表する市区町村単位の震度を使用するということです。 

「通常の保険であれば、保険会社が損害査定を行い、お客さまがどの程度の損害
を被っているかを確認しますが、迅速に保険金をお支払いするというコンセプトの
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下、その損害査定を不要とするのがこの商品の特徴です」と浜田氏は述べ、「最短
3 日で保険金の受け取りが可能なこと」や、「各種契約手続きや保険金の支払い手
続きをスマホで完結させていること」も特徴として紹介しました。 

地震保険と新商品の位置づけについて、浜田氏は、地震保険が生活再建において
建物や建物に収容される家財を対象とする一方、「地震に備える EQuick 保険」は、
被災直後の生活資金の確保を目的とし、「地震保険の機能を補完する位置付け」に
なると述べました。 

浜田氏によると、同商品のプランは、プレミアム、スタンダード、エコノミーの
3 つ。プレミアムプランでは保険料 9600 円で、震度 7 の地震が観測された場合は
50 万円、震度 6 強であれば 20 万円、震度 6 弱であれば 10 万円の現金が支払われ
ます。最も廉価なエコノミープランでは、保険料 2400 円で、震度 7 であれば 20
万円、震度 6 強であれば 5 万円が支払われます。 
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